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令和４年度事業計画 

 

公益財団法人 交通遺児等育成基金 

 

Ⅰ 令和４年度事業運営の方針  

 

次の諸課題に重点的に取組み、事業運営の充実を目指す。 

 

１．基金事業への加入促進のための取組み 
 

２．生計困窮家庭への支援給付事業の周知及び案内 
 

３．賛助会員及び寄付金募集の推進並びに安全・確実な資産運用を通 

じた財務基盤の安定・強化 
 

４．独立行政法人自動車事故対策機構などの関係機関と連携・協力の 

取組み 
 

 

Ⅱ 各事業の計画  

１．育 成 基 金 事 業  

（１） 加入の促進  

育成基金事業への新規加入者数は、令和元年度４４名、令和２年度２７名 

で、令和３年度は１月末時点で２２名となっており、加入者の総数は４３０

名となっている。 

新規加入者アンケート調査の結果を見ると、本事業について「自治体」、 

「警察・交通安全協会」、「基金ホームページ・リーフレット」等から知っ 

たとの回答が多く、自治体や警察から紹介されることは、加入時の安心感 

がより大きいと考えられる。 

これまで、基金事業の周知及び加入案内などには、法人として力を入れて

きているものの依然改善すべき点もあり、引き続きこれらの方法による周知 

と加入案内などを継続するとともに、ホームページを通じた情報発信やリー

フレットの配付の拡大など、関係機関を通じた周知活動の充実等に努める。 
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（２） 育成給付金の支給  

適切な資産運用のもとで、育成給付金の支給を将来にわたり確実に実施する。

また、平成２７年度から新規加入者に係る国庫補助が、基金造成補助（一括前

払補助）から単年度の給付金補てん方式に変更となったが、引き続き適正な水

準の給付責任準備資産を確保するとともに、加入全期間にわたる確実な給付に

努める。 

 

 

２．支 援 給 付 事 業  

（１）生計困窮家庭に対する支援給付事業  

① 越年資金 

交通遺児家庭又は交通重度後遺障害者家庭であって、生計が困窮して 

いる家庭に対して、新年を迎えるに当たっての生活資金として、子弟１人当

たり２万５千円を支給する。 

 

② 入学支度金 

交通遺児家庭又は交通重度後遺障害者家庭であって、生計が困窮して   

いる家庭の子弟が小学校又は中学校に入学する際に、１人当たり５万円を支

給する。 

 

③  進学等支援金 

交通遺児家庭又は交通重度後遺障害者家庭であって、生計が困窮して 

いる家庭の子弟が、義務教育を終了して上級学校に進学する場合又は直 

ちに就職する場合に、子弟１人当たり５万円を支給する。 

   

④ 図書カードの贈呈 

上記の入学支度金及び進学等支援金を支給する際に、子弟１人当たり 

５千円分の図書カードを贈呈する。 

 

⑤ 緊急時見舞金 

交通遺児家庭又は交通重度後遺障害者家庭であって、生計が困窮している 

家庭の子弟またはその扶養者等が、死亡又は重度の後遺障害を負った場合及

び災害により家屋等に甚大な被害を受けた場合に、１家庭当たり１０万円又

は５万円を支給する。 
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（２） 育成基金加入遺児に対する支援給付事業  

① 基金加入遺児が、小、中、高校に入学する年齢に達したときに橋本給 

付金として５万円を支給する。 

 

② 基金加入遺児が満１９歳に達し育成給付金の給付が完了するときに完 

了給付金として３万円を支給する。  

     

③ 新規加入時並びに上記の橋本給付金及び完了給付金の支給する際に、 

５千円分の図書カードを贈呈する。   

 

 ④ ＳＤＤ基金事業（ＳＤＤ音楽奨学金） 

音楽大学等又は高校音楽科に進学する基金加入遺児に対して、入学支度

金として２０万円又は１０万円、奨学金として月額１０万円又は５万円を

支給する。 

   （注）寄付者から使途が指定された寄付金（ＳＤＤ基金資産）を財源とする。 

 

（３）生計困窮家庭に対する支援給付事業の周知及び案内  

自動車事故対策機構の協力のもと、同機構の交通遺児友の会会員、介護料受 

給家庭及び療護施設入院家庭を中心として、生計困窮家庭に対する支援給付事 

業の事業内容の周知及び案内に努める。 

 

 

（４） 交通遺児等に対する精神的支援事業  

①  交通遺児等の激励及び援助活動  

・育成基金加入家庭に、広報誌「スマイルズ・基金だより」、卓上カレンダ

ー等を配付する。 

・夏休み・春休みの映画観賞券を応募者に贈呈する。 

・その他関係機関と連携した支援活動を行う。 

 

②  自動車事故被害者援護活動に対する協力事業 

自動車事故対策機構が行う「交通遺児友の会｣の集い等の被害者援護事業に

対する援助協力を引き続き行う。 
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３ 財務基盤の安定・強化のための取り組み   

（１） 賛助会費及び寄付金募集の推進  

交通遺児等家庭を巡る状況は変わらず厳しいものがあり、継続的な事業の実

施のためには、一層の財務基盤の安定及び強化が必要である。 

このため、賛助会員及び寄付者に対して、感謝状の授与、広報誌等の送付によ

る概況報告などの細やかな対応を行うほか、賛助会員及び寄付者の一層の拡大

を図るため、ホームページやパンフレット等による広報を通じて基金の活動内

容の一般への周知を図るとともに、関係機関の協力を得ながら潜在的寄付者等

への一層の周知拡充に努める。 

 

直近の賛助会費・寄付金の受入状況は、次のとおりである。 

平成３０年度  １４３，５３５千円 

令和 元 年度  １５６，６６６千円 

令和 ２ 年度 ２３４，６５３千円（遺贈１１６，８１９千円を含む。) 

令和 ３ 年度   ９５，０６１千円（１月末現在、前年同期２０２，８４３千円） 

 

 

（２） 安全・確実な資産運用 

資産運用検討委員会の意見を踏まえた「令和４年度資産運用計画」に基づき運

用を行うこととする。 

具体的には、国内債券等への分散投資を基本とした安全確実な運用を行いつつ、

その中でできるだけ高い利回りを目指す。 


